
第３２号議案 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

  令和４年５月３１日 提 出 

大山崎町長 前川 光   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

専  決  処   分  書  

 

 令和３年度大山崎町一般会計補正予算（第１３号）について、地方自治法 

第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

  令和４年３月３１日 

大山崎町長 前川 光   

 

 

 

 

 

 

 





 

令和３年度大山崎町一般会計補正予算（第１３号） 

 令和３年度大山崎町の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３８，２０９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，４７１，９７９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び廃止は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和４年３月３１日 専 決 

大山崎町長 前川 光   
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１　追　加

款 項 事 業 名 金 額

千円

２　総務費 １　総務管理費 3,740

千円

２　総務費 １　総務管理費 ふるさとセンター個別施設計画策定委託 3,784

千円

３　民生費 ２　児童福祉費 子育て世帯等臨時特別支援事業 3,085

千円

４　衛生費 １　保健衛生費 15,324

千円

１０　教育費 ４　社会教育費 2,243

千円

１０　教育費 ４　社会教育費 100

千円

１０　教育費 ５　保健体育費 341
新型コロナウイルス感染症対策事業
（町体育館）

第２表　繰越明許費補正

大山崎町公共施設等総合管理計画見直し業務委託

新型コロナウイルスワクチン接種事業

文化財調査事業（原因者）

新型コロナウイルス感染症対策事業
（中央公民館）
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２　廃　止

款 項 事 業 名 金 額

千円

８　土木費 ２　道路橋りょう費 4,000

千円

１０　教育費 ４　社会教育費 441

町道側溝浚渫工事

新型コロナウイルス感染症対策事業
（中央公民館、町体育館）
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１　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

第３表　地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

〃

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

町道整備事業 136,800 129,200

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

〃

中学校施設等整備事業 367,400 〃 〃

〃 294,900 〃 〃 〃〃 〃小学校施設等整備事業 306,200

〃 〃 〃 〃〃 〃 365,900
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大山崎町一般会計補正予算（第１３号）に関する説明書 
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（人）

(  251 )

367

(  251 )

367

(　0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

給  与  費  明  細  書

0 0 0 0 0 △ 900 0

148,885 77,415 1,540

32,831 13,729

0 0 1,540

148,885 77,415 010,482 20,233 10,360 10,295 5,097

期末手当 勤勉手当 退職手当

10,482 20,233 10,360 10,295 5,097 31,931 13,729

650

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 0 640 640 10

1,335,345

補正前 305,230 495,057 329,327 1,129,614 205,081 1,334,695

補正後 305,230 495,057 329,967 1,130,254 205,091

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

１　一　般　職

区 分 職員数

給与費

共済費

（１）総括
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

(  11 )

119

(  11 )

119

( 0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

10,030 10,096 5,097

0

32,831 13,729

0 0 0

107,433 77,415 0

△ 900 0

107,433 77,415
職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 0 △ 900 △ 900 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

10,182 19,105 10,030 10,096 5,097 31,931

補正前 0 466,911 285,918 752,829 158,389 911,218

補正後 0 466,911 285,018 751,929

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

区 分 職員数

給与費

合計

158,389 910,318

△ 900

13,729

0 0 0 0 0

10,182 19,105
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（人）

(  240 )

248

(  240 )

248

( 0 )

0

＊（　　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較 0 0 0 0 0 0 0

41,452 0

300 1,128 330 199 0

0 0 1,540

0 0

0 0 1,540

41,452 0 0

1,550

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 0 1,540 1,540 10

期末手当 勤勉手当 退職手当

300 1,128 330 199 0

46,702 425,027

補正前 305,230 28,146 43,409 376,785 46,692 423,477

補正後 305,230 28,146 44,949 378,325

イ　会計年度任用職員

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

0 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

640 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 640

職
員
手
当

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給

料
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（単位：千円）

１. 2,231,940 2,455,878 1,068,400 1,048,000 134,332 3,369,546

(1) 総 務 125,781 87,432 13,700 13,700 20,508 80,624

(2) 民 生 145,351 176,535 800 800 2,373 174,962

(3) 衛 生 5,400 4,050 0 0 1,350 2,700

(4) 商 工 13,600 13,600 0 0 1,130 12,470

(5) 農 林 土 木 821,523 960,113 213,000 205,400 64,965 1,100,548

(6) 消 防 142,770 244,166 300 300 5,507 238,959

(7) 教 育 977,515 969,982 840,600 827,800 38,499 1,759,283

２. 42,656 43,406 900 900 4,825 39,481

(1) 土 木 23,956 24,706 900 900 3,175 22,431

(2) 文 教 9,200 9,200 0 0 1,150 8,050

(3) 厚 生 1,400 1,400 0 0 175 1,225

(4) そ の 他 8,100 8,100 0 0 325 7,775

３. 4,115,124 4,022,255 376,600 376,600 376,717 4,022,138

(1) 減 収 補 て ん 債 436,618 385,942 0 0 59,427 326,515

(2) 減 税 補 填 債 52,313 37,292 0 0 12,731 24,561

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 3,626,193 3,599,021 376,600 376,600 304,559 3,671,062

6,389,720 6,521,539 1,445,900 1,425,500 515,874 7,431,165

　※当該年度中起債見込額には、前年度からの明許繰越額 214,300千円を含む。

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高
並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

補 正 前 補 正 後

当該年度中元金
償 還 見 込 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

－26－


